
 
平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月22日 

 
 
上 場 会 社 名        株式会社アトム 上場取引所  東 名 
コ ー ド 番 号         7412 本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.atom-corp.co.jp/ja/index.html） 愛知県 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 佐々木正時 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役 氏名 野原滋公 ＴＥＬ(052)702-7500 
決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 22 日 中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日 平成 16 年 12 月 10 日 単元株制度採用の有無 有(1 単元 100 株) 

 

１． 16 年 9 月中間期の業績（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績                                 （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円   ％
      13,693      △4.3 
      14,304       13.7 

百万円   ％
         △99        － 
         354      86.7 

百万円   ％
         △48         － 
         381       34.5 

16 年 3 月期       27,992                  355                 511        
 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円  ％
          △369    － 
           167     85.5 

円  銭
               △35    54 
                16    00 

16 年 3 月期            213                      19    49 
 (注)①期中平均株式数  16 年 9 月中間期 10,385,340 株  15 年 9 月中間期 10,457,592 株 16 年 3 月期 10,455,552 株 
     ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 1 株当たり中間配当金 1 株当たり年間配当金 
 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

円  銭
                 5    00 
                 7    50 

円  銭
- 
- 

16年 3月期 -                 15    00 

 
(3) 財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円 
        20,569 
        21,730 

百万円
        7,483 
        8,053 

％ 
             36.4 
             37.1 

円   銭
       724      33 
       770      13 

16 年 3 月期         20,317         7,991              39.3        768      19 
(注)①期末発行済株式数 16年 9月中間期 10,330,921 株 15 年 9月中間期  10,457,371 株 16 年 3月期 10,391,521 株 

②期末自己株式数 16年 9月中間期 131,275 株 15 年 9月中間期  4,825 株 16 年 3月期 70,675 株 

 
２．17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通   期 
百万円 

27,000 
百万円

△224 
百万円 

△624 
円  銭
5  00 

円  銭
10  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期）  △60 円 41 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々 

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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６．個別中間財務諸表等 

 

１．中間貸借対照表                                      （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１６年３月３１日現在） 
期   別

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 資 産         

 １．現 金 及 び 預 金         

 ２．売 掛 金         

 ３．有 価 証 券         

 ４．た な 卸 資 産         

 ５．繰 延 税 金 資 産 

 ６．そ の 他         

 ７．貸 倒 引 当 金         

３，０８４

２４５

－

１８８

４６

５２０

△４４

％

１，９９８

１８０

１４

２０２

３３

６０６

△４１

％

２，００３

２０９

９

１６３

４２

４４３

△３２

％

流 動 資 産 合 計             

 

Ⅱ．固 定 資 産         

 １．有 形 固 定 資 産         

 （１）建 物        

 （２）構 築 物        

（３）土 地        

（４）そ の 他        

４，０４１

７，９６８

１，３７８

１，３０５

７９３

１８．６ ２，９９３

７，８０６

１，３１８

１，３０５

９０１

１４．６ ２，８４０

７，８３９

１，３３７

１，３０５

６７３

１４．０

 有 形 固 定 資 産 合 計           

 ２．無 形 固 定 資 産         

 ３．投資その他の資産 

 （１）投資有価証券        

 （２）敷 金 保 証 金        

 （３）繰延税金資産        

 （４）そ の 他        

 （５）貸 倒 引 当 金        

１１，４４５

２８３

８５８

４，１９２

１４７

９１４

△１５４

５２．７

１．３

１１，３３１

２８６

１，０３１

４，０８８

６５

９７９

△２０７

５５．１

１．４

１１，１５６

２７９

９５４

４，１３８

１１０

１，０１０

△１７２

５４．９

１．４

 投資その他の資産合計 ５，９５９ ２７．４ ５，９５７ ２８．９ ６，０４１ ２９．７

固 定 資 産 合 計             １７，６８８ ８１．４ １７，５７５ ８５．４ １７，４７７ ８６．０

資 産 合 計             ２１，７３０ １００．０ ２０，５６９ １００．０ ２０，３１７ １００．０
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                                              （単位：百万円） 

前中間会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１６年３月３１日現在） 
期   別

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 負 債 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 負 債         

 １．買 掛 金         

 ２．１年内償還予定の社債 

 ３．短 期 借 入 金         

 ４．１年内返済予定の長期借入金 

 ５．未 払 法 人 税 等         

 ６．未 払 消 費 税 等         

 ７．賞 与 引 当 金         

 ８．そ の 他         

９０４

２４０

－

２，５８９

１６０

８８

６０

１，１９８

％

８７９

２４０

３００

２，８２８

３９

３４

３９

１，１８６

％

９７２

２４０

－

２，５１４

１３６

１０９

５６

１，２３２

％

流 動 負 債 合 計             

Ⅱ．固 定 負 債         

 １．社 債         

 ２．長 期 借 入 金         

 ３．退職給付引当金         

 ４．役員退職慰労引当金 

 ５．債務保証損失引当金 

 ６．そ の 他         

５，２４２

１，０２０

６，４６４

１１６

１６４

６８

６０１

２４．１ ５，５４８

７８０

５，９７４

１２２

８１

１０８

４７１

２７．０ ５，２６１

９００

５，３１６

１２６

８２

８３

５５５

２５．９

固 定 負 債 合 計             ８，４３４ ３８．８ ７，５３８ ３６．６ ７，０６４ ３４．８

負 債 合 計             １３，６７６ ６２．９ １３，０８６ ６３．６ １２，３２６ ６０．７

（ 資 本 の 部 ）             

Ⅰ．資 本 金         

Ⅱ．資 本 剰 余 金         

 １．資 本 準 備 金         

２，３５３

２，５４９

１０．８ ２，３５３

２，５４９

１１．４ ２，３５３

２，５４９

１１．６

資 本 剰 余 金 合 計             

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

 １．利 益 準 備 金         

 ２．任 意 積 立 金         

 ３．中間(当期)未処分利益又は中間未処理損失(△)  

２，５４９

１６２

２，６５０

２９９

１１．８ ２，５４９

１６２

２，６５０

△１８９

１２．４ ２，５４９

１６２

２，６５０

２６６

１２．５

利 益 剰 余 金 合 計             

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 

Ⅴ．自 己 株 式         

３，１１１

４６

△６

１４．３

０．２

△０．０

２，６２２

１３３

△１７５

１２．８

０．７

△０．９

３，０７８

１０５

△９５

１５．２

０．５

△０．５

資 本 合 計             ８，０５３ ３７．１ ７，４８３ ３６．４ ７，９９１ ３９．３

負 債 及 び 資 本 合 計 ２１，７３０ １００．０ ２０，５６９ １００．０ ２０，３１７ １００．０
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２．中間損益計算書                                     （単位：百万円） 

前中間会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前事業年度の要約損益計算書

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

期   別

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅰ．売 上 高         

Ⅱ．売 上 原 価         

１４，３０４

５，５５３

％

１００．０

３８．８

１３，６９３

５，５７０

％

１００．０

４０．７

２７，９９２

１１，０２３

％

１００．０

３９．４

 売 上 総 利 益           

 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 

８，７５０

８，３９６

６１．２

５８．７

８，１２２

８，２２２

５９．３

６０．０

１６，９６９

１６，６１４

６０．６

５９．３

 営業利益又は営業損失(△) 

 

Ⅳ．営 業 外 収 益         

Ⅴ．営 業 外 費 用         

３５４

２３２

２０４

２．５

１．６

１．４

△９９

２５２

２０１

△０．７

１．８

１．５

３５５

５４２

３８５

１．３

１．９

１．４

 経常利益又は経常損失(△) 

 

Ⅵ．特 別 利 益         

Ⅶ．特 別 損 失         

３８１

４９

１１４

２．７

０．３

０．８

△４８

０

２６２

△０．４

０．０

１．９

５１１

２３８

２９９

１．８

０．９

１．１

税引前中間(当期)純利益又は税引前中間純損失(△) 

 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額           

３１６

１５２

△２

２．２

１．０

△０．０

△３１０

２１

３６

△２．３

０．１

０．３

４５０

２３９

△１

１．６

０．８

△０．０

中間(当期)純利益又は中間純損失(△) 

 

前 期 繰 越 利 益           

合併引継未処分利益 

中 間 配 当 額           

１６７

９１

４０

－

１．２ △３６９

１７９

－

－

△２．７ ２１３

９１

４０

７８

０．８

中間(当期)未処分利益又は中間未処理損失(△)  ２９９ △１８９ ２６６
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３．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 （１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

     満 期 保 有 目 的 の 債 券                償却原価法（定額法）を採用しております。 

     子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 

     そ の 他 有 価 証 券              

      時 価 の あ る も の               中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

      時 価 の な い も の               移動平均法による原価法を採用しております。 

 

   ②たな卸資産 

     商品・原材料・貯蔵品   最終仕入原価法を採用しております。 

 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産   定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）を採用しております。 

             なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

              建 物         １０～３４年 

              構 築 物         １０～２０年 

              器具及び備品    ３～１０年 

   ②無形固定資産   定額法を採用しております。 

             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

   ③長期前払費用   定額法を採用しております。 

 

 （３）引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

   ②賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当中間会計期間分を計上し

ております。 

   ③退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

                数理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理することとしております。 

   ④役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上してお

ります。 

   ⑤債務保証損失引当金   債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積

額を計上しております。 

 

 （４）リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （５）ヘッジ会計の方法 

   ①ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段……金利スワップ    ヘッジ対象……借入金 

   ③ヘ ッ ジ 方 針              金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

   ④有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略してお

ります。 

 

 （６）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 注 記 事 項 

 （中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前事業年度末 

（平成１６年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ８，４０５百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          ８９百万円 

  土 地         ９５９百万円 

  投資有価証券   ３１３百万円 

     計   １，３６１百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，３９１百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

  

  投資有価証券    ３１百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

 

 

３．偶発債務 

２７４百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺し、流動負債に未払消費税等

として表示しております。 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ９，４８０百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          ７８百万円 

  土 地         ９５９百万円 

  投資有価証券   ４７１百万円 

     計   １，５０９百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，２０６百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

 

  有 価 証 券          １４百万円 

  投資有価証券    １５百万円 

     計      ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

           １４２百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

 

同    左 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

        ８，９１５百万円 

 

２．担保に供している資産 

  建 物          ８３百万円 

  土 地         ９５９百万円 

  投資有価証券   ３９１百万円 

     計   １，４３３百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

  長期借入金  １，２７６百万円 

  （１年内返済予定分を含む） 

 

  有 価 証 券           ９百万円 

  投資有価証券    ２１百万円 

     計      ３１百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

           ２２６百万円 

  

４．     －        

 

 

 

 

 （中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前事業年度 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １７百万円 

  手 数 料 収 入          ３５百万円 

  不動産賃貸収入  １４２百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ６５百万円 

  社 債 利 息           ３百万円 

  不動産賃貸原価  １２７百万円 

   

３．     － 

 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  債務保証損失    ６８百万円 

  引当金繰入額      

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産   ７０７百万円 

  無形固定資産    ３６百万円 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          １６百万円 

  手 数 料 収 入          ４９百万円 

  不動産賃貸収入  １４９百万円 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息          ５９百万円 

  社 債 利 息           ２百万円 

  不動産賃貸原価  １２５百万円 

 

３．     － 

 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  建物除却損    １４９百万円 

       

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産   ６５４百万円 

  無形固定資産    ３５百万円 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  受 取 利 息          ３３百万円 

  手 数 料 収 入          ７２百万円 

  不動産賃貸収入  ２８２百万円 

  営業権売却収入   ６０百万円 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  支 払 利 息         １２５百万円 

  社 債 利 息           ６百万円 

  不動産賃貸原価  ２３６百万円 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  投資有価証券売却益  １０８百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  建物除却損    １５０百万円 

 

 

５．減価償却実施額 

  有形固定資産 １，４４８百万円 

  無形固定資産    ７８百万円 

  

（有価証券関係） 

   前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

 



平成１７年３月期 中間決算発表 個別（参考資料） 

平成 16 年 11 月 22 日 

株式会社アトム 

１．経営成績 対前年中間期増減率
 

売 上 高 136 億 93 百万円 △4.3％ （減収） 

営 業 利 益   △99 百万円 －％ （減益） 

経 常 利 益 △48 百万円 －％ （減益） 

中 間 純 利 益 △3億 69 百万円 －％ （減益） 

２．配当状況    

中 間 5 円 00 銭 普通配当  

期末(予想) 5 円 00 銭 普通配当  

年間(予想) 10 円 00 銭 普通配当  

３．財政状態    

総 資 産 205 億 69 百万円   

株 主 資 本 74 億 83 百万円   

株 主 資 本 比 率 36.4％   

１株当たり株主資本 724 円 33 銭   

４．会計処理の方法の変更   

   該当事項はありません。   

５．通期の業績予想  対前期増減率  

通 期 売 上 高 270 億 00 百万円 △3.5％  

 営 業 利 益 △3億 12 百万円 －％  

 経 常 利 益 △2億 24 百万円 －％  

 当期純利益 △6億 24 百万円 －％  

６．部門別販売実績 対前年中間期増減率 構成比  

す し 部 門 53 億 34 百万円 4.1％ 39.0％  

レストラン部門 78 億 74 百万円 △8.7％ 57.5％  

食 材 部 門 3 億 84 百万円 △12.0％ 2.8％  

そ の 他 99 百万円 △17.7％ 0.7％  

 合  計 136 億 93 百万円 △4.3％ 100.0％   

７．過去５年間の経営成績   (単位：百万円)

  
16 年 9 月 

中 間 期 

15 年 9 月 

中 間 期 

14 年 9 月 

中 間 期 

13 年 9 月 

中 間 期 

12 年 9 月 

中 間 期 

 売 上 高 13,693 14,304 12,583 13,019 11,805 

 営 業 利 益 △99 354 189 358 439 

 経 常 利 益 △48 381 283 458 572 

 中間純利益 △369 167 90 232 236 

 (注)過去最高金額 売 上 高 14,304 百万円 （平成 15 年 9 月中間期）  

  営 業 利 益 478 百万円 （平成 10 年 9 月中間期）  

  経 常 利 益 572 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  中間純利益 236 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

 


